
 

 

 

 

 

 

各  位                                                             平成 29 年７月 25 日 
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株式会社インフォマート 

代表取締役社長 米多比 昌治 

(コード番号：2492 東証１部) 

 問い合わせ先 常務取締役 管理本部長 
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固定資産の減損損失の計上及び業績予想の修正に関するお知らせ 

 

    当社は、平成29年12月期において、下記の通り特別損失として固定資産の減損損失を計上す

る見込みとなりました。これに伴い、平成29年２月14日に公表しました平成29年12月期の業績

予想を下記の通り修正することといたしましたのでお知らせいたします。  

 

記 

 

1.減損損失（特別損失）の内容 

平成 29 年 12 月期第２四半期累計期間において、当社が保有する固定資産（BtoB プラット

フォーム請求書に関するソフトウエア）について、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づく

回収可能性を検討した結果、減損の兆候が認められたため、減損損失として 1,181 百万円を計

上することといたしました。 

 

2.業績予想の修正について 

(1)平成 29 年 12 月期第２四半期(累計)連結業績予想数値の修正 

(平成 29 年１月１日～平成 29 年６月 30 日)                (単位：百万円) 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属 

する四半期純利益 

１株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 3,402 852 851 563 4 円 40 銭 

今回発表予想（Ｂ） 3,220 953 943 △207 △1 円 62 銭 

増減額（Ｂ）-（Ａ） △182 101 92 △770  

増減率（％） △5.3 11.9 10.8 ―  

(ご参考)前期第２四半期実績 

(平成 28 年 12 月期第２四半期) 
2,981 969 932 600 9 円 26 銭 

 

(2)平成 29 年 12 月期通期連結業績予想数値の修正 

（平成 29 年１月１日～平成 29 年 12 月 31 日）               (単位：百万円) 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属 

する当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 7,900 2,603 2,600 1,722 13 円 46 銭 

今回発表予想（Ｂ） 7,900 2,603 2,600 887 7 円 31 銭 

増減額（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 △835  

増減率（％） 0.0 0.0 0.0 △48.5  

（ご参考）前期実績 

（平成 28 年 12 月期） 
6,154 1,956 1,947 1,205 9 円 29 銭 



 

 

 

 

3.修正の理由 

 平成 29 年 12 月期第２四半期（累計）連結業績予想につきましては、売上高は、｢受発注事業｣の

新システム（卸会社と食品メーカー間の受発注システム）の本格的な立ち上げが５月から６月に

なったこと及び｢ES 事業｣の BtoB プラットフォーム請求書の既存契約企業の稼働の進捗が計画に対

して遅れたこと等により、前回公表値を下回る見込みとなりました。 

 営業利益、経常利益は、売上原価（主にソフトウエア償却費）及び販管費（主に人件費、販促費、

支払手数料）の未発生等により、前回公表値を上回る見込みとなりました。 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、上記の通り、特別損失として固定資産（BtoB プラット

フォーム請求書に関するソフトウエア）の減損損失を計上したため、前回公表値を下回る見込みと

なりました。 

 平成 29 年 12 月期通期連結業績予想につきましては、売上高、営業利益及び経常利益の変更はあ

りませんが、今回の平成 29 年 12 月期第 2 四半期における特別損失の計上により、親会社株主に帰

属する当期純利益は、前回公表値を下回る見込みとなりました。 

 

4.配当予想について 

 今回の業績予想の修正に伴う、第 2 四半期末及び期末の配当予想の変更はありません。 

 

5.来期の計画について 

 平成 29 年 2 月 14 日発表の中期経営計画における平成 30 年(2018 年)12 月期の利益計画につきま

しては、現時点での変更はありません。 

 

 

 

（注）上記の業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は、今後様々な要因により予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 

 

 

以 上 


